　　　　　　　　　　　　　　　　　

意見交換会等で寄せられた意見の概要と区の考え方

【目標Ⅰ　すこやかに育つ子どもたち】　（　10　）項目

	No.
	区民からの意見等
	区の考え方

	1
	「妊娠期における健康診査や保健指導」について、現在でも１４回分の妊婦健診受診票が交付されているが、体調が優れない、切迫早産の診断を受けた場合等、１４回を越える健診を受ける妊婦もいる。健診は全額補助・助成にしてほしい。
	妊婦健診の助成回数は、東京都全体の調整により１４回としているが、体調などによりそれ以上の回数を受診される例も見受けられる。より安心して産み育てられる環境づくりに努めていく。

	2
	「妊娠・出産・子育てトータルケア事業の推進」及び「虐待の未然防止と早期発見」に関連して、子育て家庭の状況を把握し、切れ目のない相談・支援を行うと掲げられている。第一子の訪問事業等の状況が、第二子の訪問事業の際に把握されていなかったため、訪問等を実施するだけでなく、それを実態・実感として記録等を残し、活かしてほしい。
	乳幼児家庭全戸訪問事業は、対象児の発育や養育状況などを把握する目的で実施しており、新生児訪問の記録票の項目に従い聞き取った内容や訪問時の様子等を記入し、その後の支援につなげている。

必要に応じ、第一子等の訪問状況を踏まえた現状の確認を行っている。

	3
	地域における包括的な子育て支援ネットワークの強化として、児童館を拠点としてすこやか福祉センター等と連携することとなっているが、児童館の職員が３人体制というのは少ない。職員を増やしてほしい。
	新たな児童館の機能を整理していく中で、職員体制についても検討していきたい。

	4
	「子どもの歯と口の健康づくり」に関連して、かかりつけ歯科医を持つことは重要だが、区が主体となり、定期的に、一斉に歯科健康診査を実施し、定点観測をしつつ、そこで受診漏れがある家庭には直接個別に連絡し、受診を促す等の措置を講じてはどうか。自主的受診だけを推進していくと、家庭の繁忙状況により後回しにされる可能性が高くなってしまうのではないか。
	毎月、1歳６か月と３歳の児に一斉通知で歯科健診を実施している（１歳６か月児は医療機関での個別健診、３歳児はすこやか福祉センターでの直営の集団健診実施）。２か月経過後受診の確認が取れていない児に受診勧奨通知とともに未受診理由・児の家庭の様子等を記載する返信用はがきを同封している。

	5
	運動遊びプログラムを実施して、どれくらいの子どもたちが運動できるようになったかなどを指標として表してほしい。
	運動遊びプログラムについての指標を検討したが、成果として判断できる適当な指標の設定が難しい状況である。成果の数値化については引き続き検討したい。



	6
	就学前教育・保育施設等での取組みを契機とした運動習慣・身体づくりについて、日常的に子どもたちが自由に身体を動かして遊べるスペースが必要である。公園や児童館など、保育施設の子どもも十分に遊べるところを充実させてほしい。

園庭のある保育園が増えることを望む。


	日常的に子どもたちが自由に身体を動かして遊べるスペースの確保については、室内環境設定の工夫や園庭、公園の利用を考えている。

園庭のない保育施設については教育委員会と連携し、小学校の協力を得て、校庭を使用させていただいている。



	7
	小・中・高校生に対する虐待防止について、どのような対策を行っているのか。行政だけではできないと思うが、地域との連携はどのように取り組んでいこうと考えているのか。また、素案の中に、虐待をしている人は母親が多いというデータが出ているが、どのようなアプローチをしているのか。
	子ども家庭支援センターが中心となり、子どもが通っている施設と連携して、何か日常と変わったことがあればすぐに連絡をいただいて早期に対応できる体制をとっている。また、近所の方からの通報があれば職員が行って聞き取りを行っている。

出産前からの個別の相談やこんにちは赤ちゃん訪問の中で母親の状況を把握し、必要に応じて相談できる場所のご案内等を行っている。

	8
	ＤＶなどについても緊張感をもって対応してほしいが、どのような対応をしているか。
	相談支援を行うとともに、個人情報の適切な取扱いを徹底するための職員研修などを行っている。

	9
	障害や発達に課題がある子どもに対しては、アポロ園やゆめなりあの職員と連携して支援が行われているが、より細やかな支援のために専門職の職員を増やしてほしい。
	アポロ園、ゆめなりあの巡回等を最大限に活用し、早期に関係機関との連携を行うことで、在園から就学に向けた発達が気になる子ども一人ひとりの支援を行っている。

また、規定に基づき障害児対応保育士の加配置を行っており、現在のところ各保育園に発達に関する専門員を配置する計画はない。

	10
	民間事業者や自主団体等の情報を区のホームページや掲示板等で常にアップデートして掲載するようにできないか。区のホームページ等で活動の様子を写真等で把握できるようにすれば、利用者も安心して連絡・参加してみようという気持ちになるのではないか。
	子育て家庭が、必要としている情報を効果的に入手できるよう、区のホームページの内容や情報提供の仕方について検討していく。


【目標Ⅱ　充実した教育や支援に支えられる子育て家庭】　（　6　）項目

	No.
	区民からの意見等
	区の考え方

	1
	区立保育園は今後１０園となる予定である。今の教育内容のノウハウを残し、中野区の保育の質を確保するため、区立保育園のままで多様な保育ニーズへの対応や定員拡大をしてほしい。
	区立保育園については、私立保育施設と連携し区内全体の保育の質の向上を図る役割が求められていることから、地域ごとの保育ニーズや民間保育施設の配置状況等を踏まえ、一定数を存続させる必要があると考えている。

	2
	保幼小の連携が、形のみになっているのではないかとの声が聞かれる。子どもの特性や発達を生かしたものにしてほしい。
	学校に上がることに対する子どもたちの不安感を取り除き、小学校という新しいステージの中でしっかりと育っていけるよう対応している。子どもたちの特性や発達状況を踏まえ、連携を行っていく。

	3
	小学校に入る前の不安感や戸惑いを解消するため、小学校での給食体験やランドセルを背負う体験などの機会を増やしてほしい。
	中野区は保幼小の連携を進めており、入学前から学校の様子を見たりすることで、入学までの不安感等は解消できている。引き続き、保幼小の連携を十分に図っていきたい。

	4
	保護者の育成、子育て力の向上のために、保育ニーズの多様性は担保しながらも、区立保育園の教育を全区的なモデルとして有効活用してほしい。

また、発達の課題についても、保護者育成の一環として、正しい知識と情報をわかりやすく提供し、保幼小中と連携して一体的に取り組んでほしい。
	区立保育園がこれまで培ってきた保育や経験を私立保育施設とも共有し中野区の子育て支援を充実させていく。

発達障害の特性や対応についての資料「発達支援ハンドブック」を作成し、小学校１年生と４年生の保護者向けに配布をしている。

また、区民向け講演会を開催しており、子育て中の保護者にもご参加いただけるよう保育園、幼稚園、小中学校を通じてお知らせしている。

	5
	一時保育事業について、認可外保育施設などの利用による潜在的ニーズがあると考えられる。さらなる事業拡大をするべきである。「地域の子ども施設のあり方について」といった区の考え方が出されているので、ぜひ整合性を持って進め、充実させてほしい。
	一時保育事業については、子育て家庭の多様なニーズをとらえ、実施場所や利用方法等を含めサービス提供のあり方を検討していく。

	6
	昨年度実施した中野区子ども・子育てアンケート調査結果においても、一時保育を増やしてほしいという要望が多くある。ファミリー・サポート事業も依頼の方が多く、マッチングが難しいと言われ利用を断念した。提供会員確保について具体的な対策をしてほしい。
	ファミリー・サポート事業に対する利用ニーズに対応できるよう、協力会員の確保に向けた仕組みの見直し、研修等フォローアップ体制の充実を図っていく。


【目標Ⅲ　地域に育まれ豊かに育つ子どもたち】　（　7　）項目

	No.
	区民からの意見等
	区の考え方

	1
	地域ぐるみで子育てを行うための連携強化について、個人でも参加できる子育ての活動とは、具体的にどのようなことか。
	個人でも参加しやすい事業の実施方法について工夫していく。

	2
	「地域活動の人材不足」が懸念され、解消への道筋が見えてこない。活動地域の見直しに留まらず、育成活動のあり方も再検討すべきではないか。
	子育てについての地域の人材の活用は、重要なテーマである。人材の発掘とともに育成についても取り組んでいきたい。

	3
	ユニバーサルデザインの視点から子どもを連れて外出しやすい環境づくりとは、具体的にどのようなことを考えているのか。
	これまでバリアフリーのまちづくりを進めてきたが、ハード面のまちづくりだけでなく、意識改革も含めて子育てをまち全体で応援するような取組みを進めていく。

	4
	小学校が統合により手狭になっている。さらに統合に合わせてキッズ・プラザを学校内に作っていくと、子どもたちが遊ぶ場所がなくなる。今後の子どもたちの放課後の居場所づくりについて、どう考えているのか。
	キッズ・プラザは、放課後の子どもたちの安全・安心な居場所として設置しているものである。運営については、工夫していきたい。

	5
	キッズ・プラザは、子どもが一日同じ学校にいることになり、仲のいい子同士で問題が起きたときなどに子どもが辛いのではないか。
	キッズ・プラザは、放課後の子どもたちの安心・安全な居場所として学校内に開設したもので、今後全小学校に展開していく予定である。キッズ・プラザには子どもたちを見守る事業者がおり、子どもたちが楽しく過ごせるよう今後も工夫していきたい。

	6
	児童・生徒たちの放課後活動の多様化に伴い、「安全な居場所」というものがどこまで必要なのか疑問を感じる。中学生の健全育成事業についても、区内の子どもたちにとってニーズが少ないのではないか。
	安全な居場所についての保護者のニーズは高い。区としても児童の放課後の施設は、整備が必要と考えている。中学生向けの事業については、ニーズ把握に努め、検討していきたい。

	7
	児童館を中心に、中高生の健全育成事業を充実させてほしい。
	健全育成事業は、新たな児童館の機能を整理していく中でどのような展開が可能か検討していきたい。


　

【第４章　需要見込みと確保方策】（　4　）項目
	No.
	区民からの意見等
	区の考え方

	1
	需要見込みについて、見込み数をどのように算出したのか。
	人口推計や、昨年度実施した子ども・子育てアンケート調査における保育ニーズ、育児休業の取得状況等を踏まえ、需要見込みを算出している。

	2
	子育てひろばの数が令和４年度から令和５年度で３か所減っているが、なぜ３か所減らすのか。
	小学校の統廃合に伴い、児童館が一部廃止になるため、子育てひろばも減少することになる。

	3
	放課後児童健全育成事業（学童クラブ）について、令和６年度の需要見込みに対して、確保方策が１０００人単位で不足の状態であるにもかかわらず、令和５年度には学童クラブを２か所閉鎖する計画となっている。学齢期人口が減少するまで児童館閉鎖を延期して、定員確保をしてほしい。
	小学校の統廃合に伴うキッズ・プラザの開設により、児童館内の学童クラブが閉鎖となるためであり、定員はむしろ増加する計画である。

	4
	利用希望が多い地域などに民設民営学童クラブを誘致し、整備費や運営費を補助して定員を確保するとあるが、民設民営学童クラブの施設条件は、児童一人当たりの面積が非常に狭く、長期休みなどに一日を過ごす場所としては不十分である。
	民設の学童クラブも公設の学童クラブと同様に適正な面積基準を確保している。運営にあたっては、十分な保育が行われるよう、今後も区として支援を行っていく。


【計画全体に関すること】　（　5　）項目
	No.
	区民からの意見等
	区の考え方

	1
	第１期計画における事業について、どう評価しているのか。その事業評価を踏まえて今回の計画を策定しているのか。
	事業の実施状況、達成状況を踏まえ、今回の計画の数値や事業を精査している。

	2
	来年度基本構想、基本計画が策定されるが、それに基づいて子ども・子育て支援事業計画が作られるべきではないか。基本構想、基本計画との整合性はどうなっているのか。
	子ども・子育て支援事業計画は、子ども・子育て支援法等で策定が義務付けられており、今年度中に策定しなければならない。
子ども・子育て支援法による事業の根拠となるもので、本計画を基に基本計画を策定していくことになる。

	3
	子どもの貧困の問題に対する取組みは、この計画には入れないのか。
	区では、今年度、子どもと子育て家庭の実態調査を実施しており、その結果を踏まえて対応策を検討することとしている。

	4
	 子どもというと就学前、就学後どちらもあると思うが、就学後の対策があまり見られない。幼稚園、保育園から就学したときの対策として、どのような取組みを考えているのか。
	幼稚園、保育園から小学校、小学校から中学校に上がるときの接続ができるだけスムーズにできるように、主に学校や幼稚園、保育園などが中心となって、就学前の子どもたちが学校教育を体験できる機会を確保している。
また、子どもの成長、発達などの記録を小学校へ伝える取組みも行っている。

	5
	計画が子ども目線での計画となっているか。
	計画が子どもたち自身の生活や豊かなくらしにつながるよう、運用の工夫をしていきたい。


【その他の意見・質問等】※計画に定める事業に直接関係しないもの（　4　）項目

○保育所入所の決定のための基本指数、調整指数について
○事業者に対する保育環境の整備に関する提言について

○幼児教育の無償化における食材料費の取扱いについて

○地域で子育て支援の活動を行うための助成金について
資料１－２
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